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中国税務 

クロスボーダーの課税行為に係

る増値税免税管理規定の公布 
 
 

2016年 5月 11日、国家税務総局は「営業税に代わる増値税の徴収におけるク

ロスボーダーの課税行為に係る増値税免税管理弁法（試行）」（国家税務総局

公告 2016年第 29号）（以下「29号公告」）を公布した。これは、営業税に代

えて増値税を徴収する試験（以下「増値税改革試験」）の全面的な実施後にお

けるクロスボーダーの課税行為に係る免税管理について規定したものである。 

 

2016年 5月 1日から、建築業、不動産業、金融業、生活サービス業も増値税改

革試験の対象となり、これをもってすべての業種が増値税の対象に移行した。

「営業税に代えて増値税を徴収する試験の全面的な実施に関する通知」（財税

[2016]36号）（以下「36号通達」）には、クロスボーダーの課税行為に係る増

値税免除政策についての原則的な規定があり1、29号公告はその政策を実施する

ための細則である。当該公告では、クロスボーダーの課税行為に係る免税届出

のプロセスについても規定し、税務機関と企業の責任と義務をより明確にして

いる。36号通達に合わせて、29号公告も 2016年 5月 1日から施行され、旧免

税管理弁法（国家税務総局公告 2014年第 49号）は同時に廃止された。 

 
 

公告の要点 

 

免税の適用条件 

 

国内の組織および個人（すなわち、納税者）にクロスボーダーの課税行為が発

生し、増値税免除の適用を受けようとする場合、原則として以下の条件を同時

に満たさなければならない。 

 

 当該行為が 29号公告に列挙された、増値税免除政策が適用される 20項目

のクロスボーダーの課税行為に該当すること（添付を参照） 

 納税者がクロスボーダーのサービスまたは無形資産の販売契約を締結する

こと（9と 20の行為を除く） 

 納税者が国外組織にサービスまたは無形資産を販売する場合、そのサービ

スまたは無形資産の販売に係るすべての収入を国外から取得すること（国

外から収入を取得したものとみなされる場合を含む） 

 

36号通達に基づき、29号公告では増値税免除政策が適用されるクロスボーダー

の課税行為を 20項目に細分化しているが、これらはおよそ次の 6種類に分類で

きる。 

 

A. 関連の行為が国外で発生するクロスボーダーの課税行為 

B. 輸出物品のために提供するサービス 

C. 国外組織に販売する、完全に国外で消費されるサービスまたは無形資産 

D. 特定の金融サービス 

E. 特定の国際運輸サービス 
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F. ゼロ税率政策の適用条件を満たすが、簡易課税方式を適用するか、あるいはゼロ税率の適用を放棄し、免税を選

択するクロスボーダーの課税行為 

  

各項目の具体的な内容については、添付を参照。 

 

免税の届出手続 

 

29号公告によれば、納税者は免税の適用を受けるために、クロスボーダーの課税行為に係る免税の届出手続を行わな

ければならない。また、元の契約に変更が生じた場合、あるいは関連の状況に変化が生じたが、その後もなお免税の

範囲に属する場合、改めて免税の届出手続を行わなければならない。これは従来の規定を踏襲したものである。 

 

届出書類およびその保管 

 

納税者が免税の届出手続を行う際、提出すべき届出書類には主に次のものが含まれる。 

 

 クロスボーダーの課税行為に係る免税届出表 

 クロスボーダーのサービスまたは無形資産の販売に係る契約書 

 サービス地点が国外であることの証明書類（適用される場合） 

 購入者の機構所在地が国外であることの証明書類（適用される場合） 

 増値税ゼロ税率の適用を放棄することに関する声明（適用される場合） 

 

関連の契約書の原本が外国語の場合、納税者は中国語翻訳を提出し、かつ法定代表者（責任者）が署名するか、社印

を押印しなければならない。 

 

29号公告によれば、上記の届出書類は届出手続の完了後もすべて保管しなければならない。もし税務機関が事後管理

を行う中で、納税者がこれらの書類を提出できなければ、免税政策の適用は受けられず、すでに減免された税額を追

納しなければならない。ただし、これらの書類の保管期限は規定されていない。 

 

届出手続の補足 

 

29号公告では、旧免税管理弁法にあった届出手続の補足に関する規定も踏襲している。すなわち、納税者に免税の対

象となるクロスボーダーの課税行為が発生し、免税の届出手続はまだ行っていないが、すでに免税の申告を行った場

合、届出手続の補足をすることができる。また、免税の申告を行っていない場合は、届出手続の補足をした後に、す

でに納付した税額の還付または以後の納税額との相殺を申請することができる。ただし、すでに増値税専用発票を発

行している場合には、すべての綴りを回収した後でなければ、届出手続の補足をすることはできない。 

 

税務機関の権限と責任 

 

「租税減免管理弁法」（国家税務総局公告 2015年第 43号）に基づき、29号公告では免税の届出手続および徴税管理

における税務機関の権限と責任について規定している。 

次の場合、税務機関は「租税徴収管理法」の関連規定に

基づき、処理を行う。 

 

1) 納税者の実際の経営状況が規定の免税条件に合

致しない場合 

2) 納税者が欺瞞的手段を用いて免税の適用を受け

た場合 

3) 納税者が減免税を受けた際の条件に変化が生じ

たが、適時に税務機関に報告しなかった場合 

4) 納税者が規定に従って関連の手続を履行せず、

自ら税金を減免した場合 

納税者が免税の届出手続を行う際、税務機関は状況に応

じて、それぞれ次の処理を行う。 

 

1） 届出書類に錯誤が存在する場合、納税者に告知し、

訂正することを認めなければならない 

2） 届出書類が不完全であるか、規定の形式に合わない

場合、その場で補正するよう納税者に告知しなけれ

ばならない 

3） 届出資料が整い、規定の形式にも合う場合、あるい

は納税者が税務機関の要求に従ってすべての補正届

出書類を提出した場合、納税者の届出を受理すると

ともに、関連資料の原本を納税者に返還しなければ

ならない 

4） 税務機関の要求に従って補正した後の届出書類がな

お関連規定に合致しない場合、納税者の今回のクロ

スボーダーの課税行為に係る免税の届出は受理せ

ず、すべての提出書類を納税者に返還しなければな

らない 

 

 

 



デロイトのコメント 
 

36号通達に基づき、29号公告ではクロスボーダーの課税行為に係る増値税免除政策の管理に関する事項について明ら

かにしている。特に、一部の具体的なサービス項目の免税範囲について詳細に規定しており、このことは政策適用の

確定性を高めるうえでの助けとなる。 

 

しかしながら、増値税免除政策に関連する、実務において議論の生じ得る概念について、29号公告では明確にされて

いない。例えば、実質的な国内取引を形式上はクロスボーダー取引となるようにして免税の適用を受けることを防止

するために、36号通達では初めて“完全に国外で消費される”という概念が導入された。これは次の三つの状況を指

すと定義されている。 

 

 サービスの実際の受け手が国外にあり、かつ国内の物品および不動産と関連しない 

 無形資産が完全に国外で使用され、かつ国内の物品および不動産と関連しない 

 財政部および国家税務総局が規定するその他の状況 

 

実務上は、複数の関連者に関連するコンサルティングサービスにおいて、そのサービスの成果（例えば、コンサルテ

ィング報告書）を国内外の関連者に同時に提出する可能性があるが、国内企業にもその成果を提出することにより、

当該国内企業がサービスの実際の受け手と認定され、そのために全体の取引について免税を受けられなくなるのか否

かが、なお明確ではない。 

 

あるクロスボーダーのサービス取引が免税の条件を満たすか否かを判断する際、当該サービスと国内の物品または不

動産との“関連性”をどのように認定するかということも、議論のある事項である。国内企業が国外企業に提供する

国内市場のマーケティングに関するコンサルティングサービスを例にとると、当該サービスは国内の物品とは関連し

ないとある企業は考えるかもしれない。一方で、このようなサービスはある物品の国内販売を開始し、あるいは促進

することを最終目的としているため、国内の物品との関連性を有し、ゆえに免税の条件を満たさないと税務機関は考

えるかもしれない。このような企業と税務機関の法規に対する理解の相違は、企業が実際に免税の適用を受けられる

か否かに関して不確定性をもたらし、企業が免税の届出手続を行ったとしても、将来的に税務調査を受けた際、税務

機関が免税の適用に疑問を呈する潜在的なリスクがある。 

 

同時に、実務において多くの企業が関心を寄せる日常的な申告の問題（例えば、企業がゼロ税率の適用による税金免

除（還付）を放棄する場合、輸出税金免除（還付）システムによって申告を行う必要はないのか等）についても、29

号公告では言及されておらず、納税者は引き続き、各地の実務における徴税管理の動向に注意を払う必要がある。 

 

 

アドバイス 
 

関連の企業が次のような措置を講じることを提案する。 

 

 現行および潜在的なクロスボーダーのサービス取引をレビューし、新しい規定が免税の適用をすでに受けている

か、将来的に受ける予定の取引に与える影響を評価する 

 評価の結果、免税政策の適用を受けられると判断した場合、届出書類を準備し、かつできるだけ早く免税の届出

手続を行う 

 一部の法規の解釈、現地での実務運用について、積極的に所轄税務機関と話をする 

 税負担の最適化を図るためのプランニングについて検討する（例えば、事業再編等） 

 実行の過程で何か問題があれば、速やかに専門家のアドバイスを求める 

 

今後、免税の届出手続に関するより詳細な細則が各地で出される可能性があるが、確実に免税の適用を受けられるよ

うに、各社は自らの実状に合わせて事前に準備を行っておく必要がある。 

 

 

添付：クロスボーダーの課税行為の増値税免除項目 

 

* 今回の増値税改革試験の全面的な実施により追加された項目 

 

類別 番号 クロスボーダーの課税行為 免税の範囲 

A – 関連の

行為が国外

で発生する

クロスボー

ダーの課税

行為 

1 工事プロジェクトが国外にある

建築サービス* 

元請業者と下請業者が、施工地点が国外にある工事プロ

ジェクトについて提供する建築サービスを含む。 

 

2 工事プロジェクトが国外にある

工事監理サービス* 

 

3 工事、鉱物資源が国外にある工

事探査・調査サービス 

 



 

添付：クロスボーダーの課税行為の増値税免除項目（続） 

 

* 今回の増値税改革試験の全面的な実施により追加された項目 

 

類別 番号 クロスボーダーの課税行為 免税の範囲 

A – 関連の

行為が国外

で発生する

クロスボー

ダーの課税

行為（続） 

4 会議展覧地点が国外にある会議

展覧サービス 

顧客が国外で開催される会議、展覧に参加するために提

供する手配サービスを含む。 

 

5 保管地点が国外にある倉庫保管

サービス 

 

6 目的物を国外で使用する有形動

産のリースサービス 

 

7 国外で提供されるラジオ、映

画、テレビ番組（作品）の放映

サービス 

国外の映画館、劇場、映像ホールおよびその他の場所で

のラジオ、映画、テレビ番組（作品）の放映を含む。 

 

国内の放送局、テレビ局、衛星通信、インターネット、

有線テレビ等の無線または有線の装置を通じた、国外向

けのラジオ、映画、テレビ番組（作品）の放映は含まな

い。 

 

8 国外で提供される文化・体育サ

ービス、教育・医療サービス、

旅行サービス* 

納税者が国外の現場で提供する文化・体育サービスおよ

び教育・医療サービス、国外で開催される科学技術活

動、文化活動、文化公演、文化競技、スポーツ競技、ス

ポーツのエキシビション、スポーツ活動に参加するため

に提供する手配サービスを含む。 

 

国内の放送局、テレビ局、衛星通信、インターネット、

有線テレビ等の媒体を通じて国外の組織または個人に提

供される文化・体育サービスまたは教育・医療サービス

は含まない。 

 

B – 輸出物

品のために

提供するサ

ービス 

 

9-1 輸出物品のために提供する郵便

サービス 

書簡、小包等の郵便物の国外への郵送、国外向けの切手

の発行、切手帳等の郵便物品の輸出を含む。 

 

9-2 輸出物品のために提供する集配

サービス 

国外向けの書簡、小包について提供する収集、仕分、配

送サービスを含む。 

 

9-3 輸出物品のために提供する保険

サービス* 

輸出物品保険および輸出信用保険を含む。 

C – 国外組

織に販売す

る、完全に

国外で消費

されるサー

ビスまたは

無形資産 

10 国外組織に販売する、完全に国

外で消費される電信サービス 

国外の組織または個人に提供する、国外の電信組織を通

じて費用を精算する電信サービスを含む。 

 

11 国外組織に販売する、完全に国

外で消費される知的財産権サー

ビス 

 

サービスの実際の受け手が国内の組織または個人である

場合を含まない。 

12 国外組織に販売する、完全に国

外で消費される物流補助サービ

ス（倉庫保管サービス、集配サ

ービスを除く） 

国外組織が国際運輸および香港、マカオ、台湾の運輸業

務に従事し、国内の飛行場、埠頭、駅、領空、内水、海

域に停留する際に、納税者が提供する航空地上サービ

ス、港埠頭サービス、貨物・旅客輸送ターミナルサービ

ス、サルベージ救助サービス、積降運送サービスを含

む。 

 

13 国外組織に販売する、完全に国

外で消費される検証・コンサル

ティングサービス 

次のものを含まない。 

 サービスの実際の受け手が国内の組織または個人で

ある 

 国内の物品または不動産に対して行う認証サービ

ス、検証サービスおよびコンサルティングサービス 

 

 

 



添付：クロスボーダーの課税行為の増値税免除項目（続） 

 

* 今回の増値税改革試験の全面的な実施により追加された項目 

 

類別 番号 クロスボーダーの課税行為 免税の範囲 

C – 国外組

織に販売す

る、完全に

国外で消費

されるサー

ビスまたは

無形資産

（続） 

14 国外組織に販売する、完全に国外

で消費される専門技術サービス* 

次のものを含まない。 

 サービスの実際の受け手が国内の組織または個人で

ある 

 国内の天気の状況、地震の状況、海洋の状況、環境お

よび生態の状況について行う気象サービス、地震サービ

ス、海洋サービス、環境および生態監視サービス 

 国内の地形・地貌、地質構造、水文、鉱物資源等につ

いて行う測量サービス 

 国内の都市（城）、農村（郷）、鎮のために提供する都市

計画サービス 

 

15 国外組織に販売する、完全に国

外で消費されるビジネスサポー

トサービス* 

次のものを含む。 

 国外組織に提供する代理通関サービスおよび貨物運

輸代理サービス 

 国外組織に提供する海員派遣サービス 

 対外労務協力方式をもって国外組織に提供される、

完全に国外で発生する人的資源サービス 

 

次のものを含まない。 

 サービスの実際の受け手が国内の組織または個人で

ある 

 国内不動産に対する投資および資産管理サービス、

物件管理サービス、不動産仲介サービス 

 国内の物品または不動産の競売の過程で提供する仲

介代理サービス 

 国内の物品または不動産の物権に関する紛争につい

て提供する法律代理サービス 

 国内の物品または不動産のために提供する安全保護

サービス 

 

16 国外組織に販売する、広告投入

地が国外である広告サービス 

広告投入地が国外である広告サービスとは、国外で出さ

れる広告のために提供する広告サービスを指す。 

 

17 国外組織に販売する、完全に国

外で消費される無形資産（技術

を除く）* 

次のものを含まない。 

 無形資産が完全に国外で使用されない 

 譲渡される自然資源使用権と国内の自然資源が関連

する 

 譲渡されるインフラストラクチャー資産経営権、公

共事業特権と国内の物品または不動産が関連する 

 国内での貨物、課税役務、サービス、無形資産また

は不動産の販売に係る割当額、経営権、取次販売

権、販売権、代理権を国外組織に譲渡する 

 

D – 特定の

金融サービ

ス 

18 国外組織間の資金融通およびそ

の他の金融業務のために提供す

る直接チャージ金融サービス

で、国内の物品、無形資産およ

び不動産と関連しないサービス* 

国外組織間の資金融通およびその他の金融業務のために

提供する直接チャージ金融サービスには、国外組織の

間、国外の組織と個人の間の外貨、人民元資金の取引の

ために提供する資金清算、資金決済、金融支払、口座管

理サービスを含む。 

 

E – 特定の

国際運輸サ

ービス 

19 特定の国際運輸サービス 次のものを含む。 

 輸送手段を持たない運送請負方式で提供する国際運

輸サービス* 

 国際運輸サービスを提供するが、関連の経営許可証

を取得していないか、または経営範囲に関連の項目

を含まない 

 



添付：クロスボーダーの課税行為の増値税免除項目（続） 

 

* 今回の増値税改革試験の全面的な実施により追加された項目 

 

類別 番号 クロスボーダーの課税行為 免税の範囲 

F - ゼロ税率

政策の適用

条件を満た

すが、簡易

課税方式を

適用する

か、あるい

はゼロ税率

の適用を放

棄し、免税

を選択する

クロスボー

ダーの課税

行為 

20 ゼロ税率政策の適用条件を満た

すが、簡易課税方式を適用する

か、あるいはゼロ税率の適用を

放棄し、免税を選択する課税行

為 

ゼロ税率政策の適用条件を満たすが、簡易課税方式を適

用するか、あるいはゼロ税率の適用を放棄し、免税を選

択する次の課税行為を含む。 

 国際運輸サービス 

 宇宙運輸サービス 

 国外組織に提供する、完全に国外で消費される次の

サービス 

o 研究開発サービス 

o 契約エネルギー管理サービス 

o 設計サービス 

o ラジオ、映画、テレビ番組（作品）の製作

および配給サービス 

o ソフトウェアサービス 

o 回路設計およびテストサービス 

o 情報システムサービス 

o 業務プロセス管理サービス 

o オフショアアウトソーシングサービス 

 完全に国外で消費される技術を国外組織に譲渡する 
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